
○筑後市法令遵守の推進等に関する条例施行規則 

平成23年12月19日 

規則第34号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、筑後市法令遵守の推進等に関する条例（平成23

年条例第21号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の定義は、条例の例による。 

（不当要求行為の定義） 

第３条 条例第２条第６号アの規則で定めるものは、次に掲げる行為

とする。 

(1) 正当な理由なく、特定の法人その他団体又は個人（以下これら

を「者」という。）に対して有利又は不利な取扱いをすることを

求める行為 

(2) 正当な理由なく、特定の者に対して義務のないことを行わせ、

又は権利の行使を妨げる行為 

(3) 正当な理由なく、執行すべき職務を行わず、又は定められた期

限までに行わないことを求める行為 

(4) 職務上知り得た秘密を漏らすことを求める行為 

(5) 人事（職員の採用、昇任、降任、懲戒、分限等をいう。）の公

正を害する行為 

(6) 法令に違反すること、又は職員の職務に係る倫理に反すること

を求める行為 

(7) その他職員の公正な職務を妨げることが明白な行為 

（法令遵守委員会の組織） 

第４条 条例第６条の筑後市法令遵守委員会（以下「委員会」という。）

の委員は、学識経験者又は法令若しくは行政の運営に関し識見を有

する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 



３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ

委員長が指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員会の庶務は、総務部市長公室において処理する。 

（委員会の会議） 

第５条 委員会の会議（この条において「会議」という。）は、委員

長が招集し、委員長がその会議を主宰する。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。  

３ 会議の議事は、出席した全ての委員の合意を得るよう努めるもの

とする。ただし、合意が得られないときは、出席した全ての委員の

過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。  

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員会に委員以外の者の

出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

５ 会議は非公開とする。ただし、公開することが必要と思われる場

合には、委員会の判断により会議の一部又は全部を公開することが

できる。 

６ この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が別に定める。 

（法令遵守推進会議の所掌） 

第６条 条例第７条第１項の筑後市法令遵守推進会議（以下「推進会

議」という。）の所掌は、次のとおりとする。 

(1) 公益目的通報に係る調査、審査又は報告に関すること。  

(2) 不当要求行為に係る調査又は対策に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、法令遵守の推進に必要な庁内体制

の整備に必要な事項 

（推進会議の組織） 

第７条 推進会議の委員は、副市長、教育長、総務部長、市民生活部

長、建設経済部長、教育部長、議会事務局長及び消防長をもって充

てる。 

２ 推進会議に会長及び副会長を置き、会長には副市長を、副会長に



は教育長をもって充てる。 

３ 会長は、会議を代表するとともに、会務を総理し、会議の議長と

なる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠け

たときは、その職務を代理する。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その

職を退いた後も同様とする。 

６ 会議の庶務は、総務部市長公室において処理する。 

（推進会議の会議） 

第８条 推進会議の会議（この条において「会議」という。）は、会

長が招集し、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。  

２ 会議の議事は、出席した委員全員の合意を得るよう努めることと

する。ただし、合意が得られないときは、議長を除く出席委員の過

半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによるものと

する。 

３ 議長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席

を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

４ 会議の運営に関し必要な事項は、推進会議が別に定める。  

（公益目的通報の手続） 

第９条 職員等は、条例第８条第１項の公益目的通報を行うときは、

委員会及び推進会議があらかじめ指定した者に対し、次に掲げる事

項（匿名の場合にあっては、第１号を除く。）を記載した書面によ

り行わなければならない。ただし、当該通報が緊急かつ人の生命及

び身体の保護に関わる場合は、この限りでない。 

(1) 職員等の氏名及び連絡先 

(2) 通報対象事実に関係する者の氏名又は名称 

(3) 通報対象事実の発生時期、場所及びその具体的内容 

(4) その他通報対象事実を特定することができる事項 

（公益目的通報の処理） 

第10条 委員会は、公益目的通報を受けたとき（第３項の規定による



推進会議から受けた報告を含む。）は、受理すべきものかどうかを

審査し、その結果を通報者に通知する。この場合において、不受理

としたときは、その理由を付すものとする。 

２ 委員会は、条例第９条第２項の規定により推進会議に調査を求め

る場合において、本人の同意を得た場合を除き、通報者が特定され

る情報は、通知しない。 

３ 推進会議は、公益目的通報を受けたときは、受理すべきものかど

うかを審査し、理由を付して、その結果を委員会に報告するものと

する。 

４ 推進会議は、受理した公益目的通報の処理が困難と判断した場合、

委員会にその処理を依頼することができる。 

（不利益取扱いの申出） 

第11条 条例第13条第２項の規定による申出を行う者（以下「申出者」

という。）は、委員会及び推進会議があらかじめ指定した者に対し、

次に掲げる事項を記載した書面により行わなければならない。  

(1) 申出者の氏名及び連絡先 

(2) 不利益取扱いを受ける原因となった公益目的通報の内容  

(3) 不利益取扱いを行った者の氏名 

(4) 不利益取扱いを受けた時期、場所及びその具体的内容 

(5) その他不利益取扱いを特定することができる事項 

（不利益取扱いの処理） 

第12条 第10条の規定は、不利益取扱いの処理について準用する。こ

の場合において、「公益目的通報」とあるのは「不利益取扱いの申

出」と、「通報者」とあるのは「申出者」と、「第９条第２項」と

あるのは「第14条」と読み替えるものとする。 

（不当要求行為への対応） 

第13条 条例第18条第１項の規定による不当要求行為の記録は、不当

要求行為記録票（別記様式）により行わなければならない。  

（運用状況の公表） 

第14条 条例第21条の規定による公表は、広報、市ホームページその



他の必要な方法によって行うものとする。 

（委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月25日規則第15号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月25日規則第16号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月22日規則第10号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年６月24日規則第21号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の筑後市法令遵守の推進

等に関する条例施行規則の規定は、令和４年６月１日から適用する。 



 



別記様式（第13条関係） 

 


